
 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第１章 公共施設データベース（解説編） 



 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



第１章 公共施設データベース（解説編） 

 

1 

 

第１章 公共施設データベース（解説編） 

1-1 公共施設データベースとは                    

本市が所有する公共施設の現状を品質（施設性能・老朽度）・供給（利用状況）・財務（コス

ト状況）の３つの視点から捉え、それらの情報をデータベースとして整理したものです。 
このデータベースについては、今後における公共施設のあり方を検討するための基礎資料とし 

て位置づけ、掲載内容の見直しを適宜行います。 

 

(1)作成時点 

掲載している内容は原則、平成29年３月31日（平成28年度末）現在の施設情報です。 

 

(2)掲載対象の範囲 

本市が所有する主な公共施設を掲載しています。 

なお、無償貸与している自治会館・集会所など基本的に「市が直接運営していない施設※」

のほか、旧加茂小学校・旧ふたば幼稚園など作成時点において「廃止している施設」や倉庫・

公園トイレ等の「小規模施設」、道路・橋梁等の「インフラ施設」、市立川西病院や上水道・

下水道の「公営企業施設」は掲載対象から除きます。 

※「市が直接運営していない施設」のうち、業務委託又は指定管理者制度を導入している施設は対象に含めます。 

 

(3)作成における留意事項 

①施設のコスト情報等については、平成26年度から平成28年度の情報を掲載しています。 

また、金額については各年度の決算額を採用し、本市会計の節区分ごとに千円単位で四捨五 

入して積み上げています。 

②収入及び支出については、原則、毎年
．．
度
．
発生する
．．．．

経常的な経費を計上
．．．．．．．．．

しています。例えば、 

 収入では臨時的要素の側面が強い補助金・交付金等を除いており、支出では工事請負費・建 

 設工事費等の臨時的な経費を除いています。 

③小・中学校や幼稚園、保育所などにおいて、施設全体に要する経費（例えば、Ａ小学校だけ 

 ではなく全小学校にかかる特定の経費や職員数）がある場合は、校数又は園数等で按分して 

 経費区分ごとに積み上げています。 

④面積の数値については、本市の「公有財産台帳」に登録されている面積を採用していますが、 

 小・中・特別支援学校、幼稚園については、「公立学校施設台帳」の面積を採用しています。 

⑤小・中学校など複数棟で構成される施設については、棟数に関わらず１施設として整理して 

 います。  
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1-2 公共施設データベースの見方                   

  

  

特記事項

　「職員数」については、本庁舎に従事している全職員数ではなく、総務部管財課（H29組織名）配属の職員数を掲載している。

臨時職員 0.0 0.0 2.0 0.7

合計 15.0 14.0 16.0 15.0

職
員
数

再任用職員 2.0 1.0 1.0 1.3

嘱託職員 4.0 4.0 4.0 4.0

3か年平均

正職員 9.0 9.0 9.0 9.0

人口当たりコスト（円／人） 1,531 1,396 1,362 1,429

区分（人） H26（2014） H27（2015） H28（2016）

10,865

利用者当たりコスト（円／人） - - - -

単

位

コ

ス

ト

区分 H26（2014） H27（2015） H28（2016） 3か年平均

床面積当たりコスト（円／㎡） 11,675 10,604 10,315

その他 120 120 120 120

合計 245,719 223,190 217,105 228,671

原材料費 0 0 0 0

負担金、補助及び交付金 43 30 49 41

使用料及び賃借料 3,545 1,593 1,437 2,192

維持管理工事費 0 0 0 0

役務費 4 0 0 1

委託料 69,136 69,588 69,629 69,451

旅費 0 0 0 0

需用費 76,780 58,938 52,373 62,697

0 0 0 0

報償費 51 49 49 50

支
出

人件費（正職員＋再任用職員） 85,923 82,810 83,178

6,988 7,090

その他収入 10,873 9,099 8,671 9,548

83,970

報酬 10,117 10,062 10,270 10,150

合計 17,916 16,339 15,659 16,638

賃金

コスト情報（財務）

収
入

区分（千円） H26（2014） H27（2015） H28（2016） 3か年平均

使用料等収入 7,043 7,240

管理運営情報（供給）
利用者数

平均利用者数
開館日数 開館時間 休館日 運営形態

直営
- - - - 243

H26 H27 H28 H28
9:00～17:30 土,日,祝,年末年始

1991(H3) 25 21,046.87 SRC造 7 2 新 - -

施設概要 市が事務を実施するために使用する公共施設で、総合的な市民サービスを行っている。

建物情報（品質）

建築年度 経過年数 延床面積(㎡) 構造
階数 耐震状況

地上 地下 耐震基準 耐震診断 耐震補強

所管部署 総務部総務課
所在地 中央町

敷地面積 7,967.87 ㎡

施設名称 市役所（本庁舎） 施設区分 行政系施設

施設№ 1

❶ 

❷ 

❸ 

❹ 
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番号 区分 説明 

❶ 
施設区分 

川西市公共施設等総合管理計画に基づき、施設の目的や用途等に応じて

「行政系施設」など11区分に分類 

施設№ 19～25頁の「本市の所有施設一覧」における「施設№」と合致 

所管部署 平成30年４月１日現在の施設所管部署 

敷地面積 施設が所在する土地の面積 

❷ 

建築年度 主たる建物の建築年度 

延床面積 施設全体の面積 

構造 

ＳＲＣ造：鉄骨鉄筋コンクリート造 

Ｒ Ｃ造：鉄筋コンクリート造 

Ｐ Ｃ造：プレキャストコンクリート造 

 Ｓ 造：鉄骨造 

Ｃ Ｂ造：コンクリートブロック造 

 Ｗ 造：木造 

耐
震
状
況 

耐震基準 

建築基準法において規定され、昭和56 年（1981年）の改正を境として、

旧耐震基準と新耐震基準に分類。旧耐震基準は、中規模程度（震度５強

程度）を想定して規定され、新耐震基準（現行の耐震基準）は、大規模

の地震（震度６強から７程度）でも建物が倒壊・崩壊しないよう設定さ

れている。 

耐震診断 旧耐震基準の施設のうち、耐震診断実施の有無 

耐震補強 

「実施済」（耐震補強工事が実施済みの建物） 

「未実施」(耐震診断の結果、耐震補強工事が必要であるが未実施の 

建物） 

「対象外」 

 ①耐震診断の結果、耐震性があった建物 

 ②木造等の建物 

 ③将来の施設計画が策定されているなど、存続させる予定のない建物 

「 － 」（新耐震基準の建物） 

❸ 
利用者数等 

利用者数等が把握できないものは「－」で表記。※開館時間・休館日に

ついては、特別な理由により変更する場合があるため、条例施行規則等

で規定する内容と一致しない場合がある。 

運営形態 

「直営」「指定管理」「その他」のいずれかで、「その他」は市から外

郭団体等に対する補助金の支出により施設運営が行われている場合な

どが該当。※業務委託は「直営」に分類。 
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番号 区分 説明 

❹ 

収
入 

使用料等収入 施設使用料、入館料、住宅家賃、保育料、検診料など 

その他収入 土地・建物の貸付収入など  

支
出 

人件費（正職員＋

再任用職員） 

施設に従事している市職員（正職員＋再任用職員）の人件

費 ※当該年度の平均人件費で算出 

報酬 施設に従事している市職員（嘱託職員）の人件費など 

賃金 施設に従事している市職員（臨時職員）の人件費 

報償費 講師等に要する報償費など 

旅費 職員等に要する旅費 

需用費 
施設に要する電気・ガス・上下水道料金、毎年度経常的に

発生する修繕料など 

役務費 電話料金、保険料など 

委託料 
建物・設備等の保守点検・清掃・警備委託料、指定管理委

託料など 

使用料及び賃借料 コピー機など物品の使用料や土地・建物の賃借料など 

維持管理工事費 建物の維持管理に要する工事費 

原材料費 工事や修繕等の原料又は材料に要する経費 

負担金、補助及び

交付金 

国や他の地方公共団体に対し負担しなければならない経費

や施設を運営する団体への補助金など 

その他 その他、施設の管理運営に要する経費 

単
位
コ
ス
ト 

人口当たりコスト 

当該年度の支出合計÷当該年度の人口 

※各年度の人口は住民基本台帳の人口を採用 

※H26＝160,539人、H27＝159,883人、H28＝159,412人 

職員数 
施設に従事している市職員（正職員、再任用職員、嘱託職

員、臨時職員）の人数 

 


	空白ページ
	空白ページ

